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１．会社概要 株式会社ベイシア

北関東を中心にチェーン展開するショッピングセンター
会社名 株式会社ベイシア

設立 1996年11月

営業開始 1997年3月 （株式会社いせやより分社）

資本金 30億9,950万円

代表者 代表取締役会長 土屋裕雅
代表取締役社長 相木孝仁

従業員数 従業員数 16,978人
（正社員：1,559人、
専任・嘱託社員・パート社員・アルバイト：15,419人）
※2022年2月末現在

事業内容 ショッピングセンターチェーンの経営

売上高 3,020億円 ※2022年2月期

所在地 本部：群馬県前橋市亀里町900
東京情報センター：東京都台東区上野7-6-1

店舗数 136店舗

出店地域 群馬県、栃木県、埼玉県、東京都、神奈川県、茨城県、千葉県、福島県、新潟県、長野県、山梨県
岐阜県、静岡県、愛知県、滋賀県の1都14県
※2022年2月末現在

全体の9割以上が
嘱託社員・パート社員・アルバイト

2



１．会社概要 ベイシアの主な店舗形態

スーパーセンター
生活に密着した衣食住を総合的に扱う店舗形態。
ワンフロア・前面駐車場で「ショートタイムショッピ
ング」のニーズに対応しています。

スーパーマーケット
食品を中心に、トイレットペーパーや洗剤、ペットフー
ドなど、購買頻度が高い商品に絞って品揃えしてい
ます。

フードセンター・フーズパーク
食品を中心に、購買頻度の高い実用衣料や生活消
耗品を取り扱っています。 11月には、新たな形態
である、フーズパークが栃木県にオープンしました。
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２．制度・施策導入の背景 社会環境

シニアの就業継続が促進しているとともに
就業継続はシニアの生きがいにもつながっている

シニア
就業率

60歳
以上 57.1％ ７１．５％

男女別
平均寿命

男性

女性

健康寿命：72.7歳

平均寿命：81.4歳

健康寿命：75.4歳

平均寿命：87.5歳

出典：令和4年版高齢社会白書

生きがい
・感じ方

仕事・収入あり

仕事・収入なし

8１．3％

68．3％

65歳
以上

70歳
以上

36.2％ 50．3％

22.8％ 32．6％

2011年度 2021年度
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３．継続雇用制度の全体像

2022年7月 雇用継続期間を延長（最大75歳まで）

70歳以降も無理なく働き続けることが出来る環境の整備

勤務形態・体力低下等への
今まで以上の配慮

社員区分 定年 ５５歳 60歳 65歳 70歳（新設） 75歳

正社員
定年60歳
嘱託転換により

雇用継続７０歳→７５歳

パート社員 定年65歳
雇用継続７０歳→７５歳

準パート社員
（週１６時間未満の
短時間契約）

定年65歳
雇用継続７０歳→７５歳

無期雇用契約・時給制

対応

無期雇用契約
月給制

有期雇用契約
（嘱託）月給制

無期雇用契約・時給制

有期雇用契約
（嘱託）時給制

有期雇用契約
（嘱託）時給制

有期雇用契約
（嘱託）時給制

有期雇用契約
（嘱託）時給制

途中転換
可能

６５歳以降
時給制に転換し
７５歳まで継続雇用
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４．働きやすい環境の整備 生産性の改善

生産性の向上に関する本部を立ち上げ
属人的業務の整理、在庫一括管理、作業負荷軽減什器を導入

従来 現在

・発注
・品出し
・売場管理菓子担当

・発注
・品出し
・売場管理酒担当

・発注
・品出し
・売場管理

加食担当
お休み

発注を自動化
※在庫一括管理

大枠の担当は設けるが
品出し、売場管理を共有
作業をマニュアル化

作業共有

●作業性を向上させたスライド式陳列棚

棚がスライドすることで
商品陳列や前出し時の
作業が大きく軽減
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５．継続雇用期間延長後の雇用継続率

7月 8月 9月 10月 11月

継続率 64.7% 90.5% 78.3% 85.7% 85.7%

◎制度導入後：70歳以降の継続雇用実績

約８割以上の方が継続雇用を希望し契約
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６．シニア層の積極的な雇入れ

雇用継続のみでなく、60歳以降の新規採用についても
本人意欲・スキルを重視し積極的に行っている
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60歳以降の入社人数推移（パート・嘱託の合計）

※2022年は10月までの入社人数 8



７．キャリア申告制度、学び支援

全社員対象のリスキリング施策60歳以上も自分のキャリアを申請

●指定のe-ラーニングの50％を補助

雇用形態・年齢に関係なく、全社員を
対象に学びたいという意欲を支援

●チャレンジ制度

特別割引での通信教育受講、
かつ、規定の期間内に講座を
修了した場合は、受講料の
50％を会社で補助

●自己申告制度（正社員・嘱託社員）

年齢に関係なく、自分のキャリアを自分で選
択し、1年に1回、会社に申告する制度
申告されたキャリアの実現に向け、会社は
成長支援を行う

ビジネスナレッジ（300コース以上）を動
画で視聴可能
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